
平成30年度9月補正予算会計別一覧表

（単位：千円）

27,595,263 727,364 28,322,627

下 水 道 事 業 2,736,533 △ 63,634 2,672,899
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1,183,247 0 1,183,247
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基金の状況【平成30年度9月補正後】
（単位：千円）

29年度末 30年度末

現在高※ 積立見込額 取崩見込額 見 込 額

Ａ Ｂ C A+B-C

文 化 基 金 3,442 4 3,446

博 物 館 資 料 整 備 基 金 2,970 2 2,972

緑 を 守 り 育 て る 基 金 34,816 14 6,346 28,484

職 員 退 職 手 当 基 金 244,086 77 100,000 144,163

公 共 施 設 等 建 設 基 金 27,302 9 27,311

教 育 振 興 基 金 170,176 461 1,673 168,964

ふるさと農村活性化基金 17,968 6 17,974

集 落 排 水 事 業 推 進 基 金 197,841 60 44,555 153,346

若 者 の 定 住 化 促 進 基 金 964,483 529 89,000 876,012

遥かなまち倉吉ふるさと基金 1,633 2 1,635

企 業 立 地 推 進 基 金 101,594 31 101,625

地 域 産 業 振 興 基 金 77,255 30 8,000 69,285

倉吉ふるさと未来づくり基金 534,994 540,141 527,274 547,861

財 政 調 整 基 金 1,711,272 499 624,875 1,086,896 ・取崩△131,882千円

減 債 基 金 1,461,165 343,545 206,792 1,597,918 ・積立＋268,167千円

計 5,550,997 885,410 1,608,515 4,827,892

※平成29年度決算値を反映
（単位：千円）

29年度末 30年度末 補正時における増減

現在高※ 積立見込額 取崩見込額 見 込 額

Ａ Ｂ C A+B-C

国民健康保険財政調整基金 512,025 30,110 50,000 492,135

介 護 保 険 財 政 調 整 基 金 93,149 7,212 100,361

温 泉 配 湯 事 業 積 立 基 金 29,287 2,860 1 32,146

高城財産区財政調整基金 40,453 13 2,837 37,629

用 品 調 達 基 金 2,550 2,450 2,400 2,600

土 地 開 発 基 金 22,916 16,007 20,000 18,923

計 700,380 58,652 75,238 683,794

区　　　分

30年度

補正時における増減

区　　　分

30年度



（単位：千円）

会計名
歳入
歳出

款 項 目 事業 担当課 事業名 ページ 補正額 うち一般財源

一般 歳入 9 1 1 財政 地方特例交付金 1 1,303

〃 〃 10 1 1 財政 地方交付税 1 161,144

〃 〃 19 1 1 財政 繰越金 2 536,333

〃 〃 21 1 6 財政 臨時財政対策債 2 1,308

〃 歳出 2 1 1 9 総務 電算業務 3 5,973 0

〃 〃 2 1 6 3 財政 減債基金積立金 3 268,167 268,167

〃 〃 7 1 2 3 商観 企業誘致 4 261,293 261,293

〃 〃 7 1 2 26 商観 大谷工業団地再整備事業 4 9,512 9,512

〃 〃 7 1 3 8 商観 観光施設維持管理事業（関金地区） 5 746 746

〃 〃 7 1 3 25 商観 地域資源観光活用事業（関金地区） 5 1,500 500

〃 〃 2 1 7 43 地域 文化活動センター 6 2,120 2,120

〃 〃 2 1 10 13 地域 自治公民館活動推進 6 968 968

〃 〃 6 1 3 78 農林 緊急防除支援事業 7 12 6

〃 〃 6 1 5 1 農林 土地改良 7 3,680 3,680

〃 〃 4 1 4 2 環境 公衆浴場確保対策 8 150 75

〃 〃 3 2 1 36 子ども 放課後児童クラブ整備事業 8 69,100 6,965

〃 〃 3 1 1 24 長寿 伯耆しあわせの郷管理運営委託 9 54,348 13,648

〃 〃 4 1 1 18 保健セ 妊娠・出産包括支援事業 9 300 100

〃 〃 8 2 3 11 建設 安全・安心生活空間の整備（社会資本整備総合交付金） 10 △ 6,632 345

〃 〃 8 1 2 1 建築 建築指導 10 4,000 1,000

〃 〃 8 5 1 2 建築 市営住宅維持管理 11 1,321 1,321

〃 〃 10 2 1 2 教総 小学校運営（総務） 11 801 801

〃 〃 10 5 2 1 生涯 体育施設維持管理 12 35,543 8,069

〃 〃 10 5 3 2 給食セ 給食センター（電算システム改修委託料） 12 1,296 1,296

〃
債務
負担

学校給食輸送業務 13

平 成 30 年 度 ９ 月 補 正 予 算 主 な 事 業



担 当 課 施 策

事 業 名 10

会計・予算科目 会計 一般 款 9 項 1 目 1

補正前予算額
（千円）

国 一般財源

16,934 1,303

担 当 課 施 策

事 業 名 10

会計・予算科目 会計 一般 款 10 項 1 目 1

補正前予算額
（千円）

国 一般財源

7,090,000 161,144

1,303

財政課 　　　　40 行政資源をより一層効果的・効率的に活用する

【歳入】地方特例交付金 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

地方特例交付金

主な特定財源（名称、金額　等）

地方特例交付金

補正額
（千円） 補正額の

財源内訳

県 地方債 その他

地方特例交付金

地方債 その他

161,144

事業の概要（積算根拠　等）

○普通交付税　161,144千円　決算見込額6,401,144千円－現計予算額（５月補正後）6,240,000千円
　・決算見込額（今回決定額）6,401,144千円
　　　基準財政需要額11,671,787千円－基準財政収入額5,259,342千円－調整額11,301千円
　・現計予算額等
　　(ア)　Ｈ30現計額　6,240,000千円
　　(イ)　Ｈ29決定額　6,547,422千円
　　　(ア)は、(イ)に平成30年度地方財政計画の対前年度増減率を反映させ、これに公債費分及び事業費補正分
の増減並びに合併算定替えの影響を加味して見積ったもの。

事業の補正理由

　地方交付税のうち普通交付税の額の決定によるもの。

補正額
（千円） 補正額の

財源内訳

県

地方交付税 地方交付税 地方交付税

　地方特例交付金の額の確定によるもの。

事業の概要（積算根拠　等）

事業の補正理由

財政課 　　　　40 行政資源をより一層効果的・効率的に活用する

【歳入】地方交付税 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

・地方特例交付金　1,303千円　決算見込額18,237千円－現計予算額（当初予算額）16,934千円
　　住宅借入金等特別税額控除による個人住民税の減収額を補てんするためのもの。その75％が基準財政収入額
に算入される。

主な特定財源（名称、金額　等）

1



担 当 課 施 策

事 業 名 11

会計・予算科目 会計 一般 款 19 項 1 目 1

補正前予算額
（千円）

国 一般財源

150,000 536,333

担 当 課 施 策

事 業 名 12

会計・予算科目 会計 一般 款 21 項 1 目 6

補正前予算額
（千円）

国 一般財源

722,175 1,308

事業の補正理由

　普通交付税の額の決定とともに臨時財政対策債の発行可能額が決定されたことによるもの。

事業の概要（積算根拠　等）

○臨時財政対策債　1,308千円　決算見込額723,483千円－現計予算額（当初予算額）722,175千円
　・臨時財政対策債
　　　国が地方交付税として交付すべき額に対する財源が不足した場合に、その分を地方公共団体で地方債とし
て発行するもの。その元利償還金の全額が後年度の地方交付税の基準財政需要額に算入される。
　・現計予算額　722,175千円
　　　平成30年度地方財政対策における臨時財政対策債発行可能額（市町村分）の対前年度増減率を基に見積り

主な特定財源（名称、金額　等）

市債 市債 臨時財政対策債

補正額
（千円） 補正額の

財源内訳

県 地方債 その他

1,308

財政課 　　　　40 行政資源をより一層効果的・効率的に活用する

【歳入】臨時財政対策債 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の補正理由

　平成29年度決算に伴って剰余金が確定したため、これを繰越金として平成30年度予算の歳入に編入するもの。

事業の概要（積算根拠　等）

○繰越金536,333千円　決算見込額（剰余金）686,333千円－現計予算額（当初予算額）150,000千円
　・剰余金（平成29年度実質収支）686,333,058円
　　　各年度の剰余金は、地方自治法第233条の２の規定により、その翌年度の歳入に編入しなければならない。
　　　歳入決算額30,172,245,342円－歳出決算額29,428,692,710円－翌年度へ繰り越すべき財源57,219,574円

主な特定財源（名称、金額　等）

補正額
（千円） 補正額の

財源内訳

県 地方債 その他

536,333

財政課 　　　　40 行政資源をより一層効果的・効率的に活用する

【歳入】繰越金 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

繰越金 繰越金 繰越金

2



担 当 課 施 策

事 業 名 13

会計・予算科目 会計 一般 款 2 項 1 目 1

補正前予算額
（千円）

国 一般財源

69,967 5,973 0

担 当 課 施 策

事 業 名 13

会計・予算科目 会計 一般 款 2 項 1 目 6

補正前予算額
（千円）

国 一般財源

75,378 268,167

総務課 　　　　40 行政資源をより一層効果的・効率的に活用する

電算業務 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

総務費 総務管理費 一般管理費

補正額
（千円） 補正額の

財源内訳

県 地方債 その他

5,973

事業の補正理由

　地方財政法第７条（剰余金）第１項の規定に基づいて、平成29年度決算による剰余金のうち一定額を基金（減
債基金）に積み立てるもの。

事業の概要（積算根拠　等）

・減債基金積立金　268,167千円
　　(ａ)686,334千円×1/2－(b)75,000千円
　　　(ａ)686,333,058円　剰余金（平成29年度実質収支）
　　　(ｂ) 75,000,000円　現計予算計上分（当初予算のうち繰越金（歳入）の額の1/2相当）

主な特定財源（名称、金額　等）

総務費 総務管理費 財産管理費

補正額
（千円） 補正額の

財源内訳

県 地方債 その他

268,167

財政課 　　　　43 安定的に自主財源を確保する

減債基金積立金 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の補正理由

　女性の活躍推進等に資するため、マイナンバーカード等の記載事項の充実等を図るもの。

事業の概要（積算根拠　等）

・電算システム改修委託料　5,973千円
　　希望者のマイナンバーカード等に旧姓の併記を可能とするよう、住民基本台帳システム等を改修する。

主な特定財源（名称、金額　等）

【国】社会保障・税番号制度システム整備費補助金　5,973千円

3



担 当 課 施 策

事 業 名 14

会計・予算科目 会計 一般 款 7 項 1 目 2

補正前予算額
（千円）

国 一般財源

327,169 261,293

担 当 課 施 策

事 業 名 14

会計・予算科目 会計 一般 款 7 項 1 目 2

補正前予算額
（千円）

国 一般財源

79,790 9,512

事業の補正理由

　市内企業の事業拡大（工場の新・増設）に係る用地を確保することにより、雇用の創出及び地域経済の活性化
を図るもの。購入用地の増に伴い増額する。

事業の概要（積算根拠　等）

・土地購入費　9,512千円　決算見込額46,412千円－現計予算額36,900千円
　　購入面積の増（9,000㎡→14,000㎡）等による。

主な特定財源（名称、金額　等）

商工費 商工費 商工業振興費

補正額
（千円） 補正額の

財源内訳

県 地方債 その他

9,512

事業の補正理由

　企業の新規立地及び既存企業の規模拡大を促進し、地域経済の活性化と雇用の創出を図るため、当該立地等を
支援するもの。

事業の概要（積算根拠　等）

・企業立地促進補助金　261,293千円（５社）
　　①　103,000千円
　　②　　9,652千円
　　③　  4,500千円
　　④ 　 7,941千円
　　⑤　136,200千円

主な特定財源（名称、金額　等）

商工観光課 【戦略】3 ものづくり産業の競争力を高めるための環境を整える

大谷工業団地再整備事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

商工観光課 【戦略】3 ものづくり産業の競争力を高めるための環境を整える

企業誘致 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

商工費 商工費 商工業振興費

補正額
（千円） 補正額の

財源内訳

県 地方債 その他

261,293

4



担 当 課 施 策

事 業 名 14

会計・予算科目 会計 一般 款 7 項 1 目 3

補正前予算額
（千円）

国 一般財源

14,689 746

担 当 課 施 策

事 業 名 14

会計・予算科目 会計 一般 款 7 項 1 目 3

補正前予算額
（千円）

国 一般財源

9,104 500

事業の補正理由

　農山村での交流人口の拡大を図るため、農家民泊の受入れ環境の整備を支援するもの。

事業の概要（積算根拠　等）

・農村滞在型地域創造事業費補助金　1,500千円　300千円／件×５件
　　支援要件：市体験型教育旅行誘致協議会への加入、年間20日以上の民泊受入れが可能な体制等
　　対象経費：浴室、台所、トイレ、洗面室の改修及び施設のバリアフリー化等
　　補助率：補助対象経費（上限：600千円）の1/2

主な特定財源（名称、金額　等）

【県】滞在型地域創造事業費補助金　1,000千円

商工費 商工費 観光費

補正額
（千円） 補正額の

財源内訳

県 地方債 その他

1,500 1,000

事業の補正理由

　観光施設を安全・安心に利用できるよう、不具合のある設備の修繕を行うもの。

事業の概要（積算根拠　等）

・修繕料　746千円　道の駅犬挟の飲料水滅菌装置の取替え

主な特定財源（名称、金額　等）

商工観光課 【戦略】5 魅力ある観光の振興により交流人口の拡大を図る

地域資源観光活用事業（関金地区） 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

商工費 商工費 観光費

補正額
（千円） 補正額の

財源内訳

県 地方債 その他

746

商工観光課 【戦略】5 魅力ある観光の振興により交流人口の拡大を図る

観光施設維持管理事業（関金地区） 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ
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担 当 課 施 策

事 業 名 13

会計・予算科目 会計 一般 款 2 項 1 目 7

補正前予算額
（千円）

国 一般財源

6,275 2,120

担 当 課 施 策

事 業 名 13

会計・予算科目 会計 一般 款 2 項 1 目 10

補正前予算額
（千円）

国 一般財源

24,935 968

事業の補正理由

　自治公民館施設整備事業費補助金について、事業費の増及び新規の事業が見込まれるため、増額するもの。

事業の概要（積算根拠　等）

・自治公民館施設整備事業費補助金　968千円
　　決算見込額3,118千円（８自治公民館分）－現計予算額2,150千円（４自治公民館分）

主な特定財源（名称、金額　等）

総務費 総務管理費 諸費

補正額
（千円） 補正額の

財源内訳

県 地方債 その他

968

地域づくり支援課 【戦略】23 地域における人と人との結びつきを強め、人が集い魅力ある地域をつくる

自治公民館活動推進 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の補正理由

　倉吉市文化活動センターについて、早急な対応が必要な修繕を実施するもの。

事業の概要（積算根拠　等）

○需用費（修繕料）　2,120千円
　・防火対策建物修繕
　・受水槽給水ポンプユニット取替え
　・駐車場舗装修繕

主な特定財源（名称、金額　等）

補正額
（千円） 補正額の

財源内訳

県 地方債 その他

2,120

地域づくり支援課 　　　　21 文化・芸術活動を活性化し、文化の薫りに満ちたまちの魅力を創造する

文化活動センター 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

総務費 総務管理費 企画費
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担 当 課 施 策

事 業 名 14

会計・予算科目 会計 一般 款 6 項 1 目 3

補正前予算額
（千円）

国 一般財源

0 6

担 当 課 施 策

事 業 名 14

会計・予算科目 会計 一般 款 6 項 1 目 5

補正前予算額
（千円）

国 一般財源

141,502 3,680

事業の補正理由

　農業用施設等の補修整備を行う団体（自治公民館、改良区等）を対象に、補修整備に要する建設機械等の借上
げ及び資材の支給を行うもの。実施要望件数の増に伴い、事業費を増額する。

事業の概要（積算根拠　等）

・機械借上料　1,210千円　決算見込額5,610千円－現計予算額4,400千円
　　5,610千円＝110千円×51件
・原材料費　2,470千円　決算見込額6,370千円－現計予算額3,900千円　
　　6,370千円＝130千円×49件

主な特定財源（名称、金額　等）

農林水産業費 農業費 農地費

補正額
（千円） 補正額の

財源内訳

県 地方債 その他

3,680

【県】緊急防除支援事業費補助金６千円

農林課 【戦略】2 魅力と可能性を最大限に引き出し、80歳まで稼げる農林水産業を確立する

土地改良 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の補正理由

　平成30年７月豪雨の影響による園芸品目等での病害の発生を防止し、その生育を回復させるための緊急防除に
要する経費を助成することで生産者の減収を防ぎ、営農意欲の維持向上を図るもの。

事業の概要（積算根拠　等）

・緊急防除支援事業費補助金　12千円　6,000円/10a×20a
　　対象品目:スイカ
　　防除面積：20a

主な特定財源（名称、金額　等）

農林水産業費 農業費 農業振興費

補正額
（千円） 補正額の

財源内訳

県 地方債 その他

12 6

農林課 【戦略】2 魅力と可能性を最大限に引き出し、80歳まで稼げる農林水産業を確立する

緊急防除支援事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ
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担 当 課 施 策

事 業 名 14

会計・予算科目 会計 一般 款 4 項 1 目 4

補正前予算額
（千円）

国 一般財源

700 75

担 当 課 施 策

事 業 名 13

会計・予算科目 会計 一般 款 3 項 2 目 1

補正前予算額
（千円）

国 一般財源

4,167 26,708 6,965

事業の補正理由

　原油価格の高騰が一般公衆浴場の経営に大きく影響を与えているため、燃料費等の経費を支援するもの。

事業の概要（積算根拠　等）

・公衆浴場確保対策費補助金  150千円　原油価格高騰対策

主な特定財源（名称、金額　等）

【県】公衆浴場確保対策費補助金　75千円

【国】・子ども・子育て支援整備交付金17,708千円　交付基準額26,562千円×2/3
　　　・子ども・子育て支援交付金　　 9,000千円　　　〃　　27,000千円×1/3
【県】・放課後児童クラブ整備費補助金 4,427千円　　　〃　　26,562千円×1/6
　　　・子ども・子育て支援交付金　　 9,000千円　　　〃　　27,000千円×1/3
【地方債】
　・放課後児童クラブ整備事業債　20,200千円
　　社会福祉施設整備事業債　決算見込額23,500千円－現計予算額3,300千円
　・公共施設等適正管理事業債　1,800千円　対象事業費2,000千円×90％

事業の補正理由

　仕事と子育ての両立支援と児童の健全育成を図るため、次の事情を踏まえ、学童保育施設を整備するもの。
　(１)　河北小学校区のクラブ登録児童数の増加及び現在の運営場所である県有施設が使用できなくなること。
　(２)　関金小学校区での児童のクラブへの移動時の安全確保及び現在の運営場所の老朽化

事業の概要（積算根拠　等）

(１)　56,500千円　　河北小学校の敷地内に学童保育施設を新築
　　　木造平屋建て　延べ面積123.8㎡　定員70人程度　「鳥取県福祉のまちづくり条例」適合施設
　・工事請負費　47,400千円
　　　　　　　≪内訳　クラブ施設33,600千円　駐車場・外構整備11,900千円　遊具移設1,900千円≫
　・委託料　　　 2,700千円　監理業務
　・備品購入費　 5,900千円　空調設備、据付家具、開設準備備品
　・消耗品　　　 　500千円　その他整備関係消耗品

(２)　12,600千円　関金小学校の既存教室等を学童保育室に改修
　　　面積135㎡　定員80人程度
　・需用費（修繕料）2,600千円　屋外進入路スロープ整備、学校倉庫改修ほか
　・工事請負費　　　2,700千円　クラブ室改修（静養区画、風除室、下駄箱ほか）
　・備品購入費　　　6,530千円　空調設備、開設準備備品
　・消　耗　品　　　　770千円　その他整備関係消耗品

主な特定財源（名称、金額　等）

民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

補正額
（千円） 補正額の

財源内訳

県 地方債 その他

69,100 13,427 22,000

子ども家庭課 【戦略】7 子育て世代の負担軽減など、安心した子育て環境を提供する

放課後児童クラブ整備事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

環境課 　　　　32 ゆとりと潤いにあふれた住環境を整える

公衆浴場確保対策 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

衛生費 保健衛生費 環境衛生費

補正額
（千円） 補正額の

財源内訳

県 地方債 その他

150 75
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担 当 課 施 策

事 業 名 13

会計・予算科目 会計 一般 款 3 項 1 目 1

補正前予算額
（千円）

国 一般財源

51,075 13,648

担 当 課 施 策

事 業 名 14

会計・予算科目 会計 一般 款 4 項 1 目 1

補正前予算額
（千円）

国 一般財源

5,583 100 100

事業の補正理由

【国】子ども・子育て支援交付金　100千円
【県】子ども・子育て支援交付金　100千円

　妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援により、子どもの健やかなる成長をサポートするため、妊産婦が
支援に関する情報を受け取りやすくするもの。

事業の概要（積算根拠　等）

・情報サービス使用料　300千円　　母子手帳アプリ使用料50千円／月×６月
　　妊産婦に母子手帳アプリを提供し、妊娠・出産・子育ての支援に関する情報の提供手段を拡大する。
　※母子手帳アプリ：妊産婦自らで妊娠中の健康記録、子どもの成長記録、予防接種のスケジュール等を管理す
ることができ、市から妊娠・子育てに関する情報の配信等ができるスマートフォン用のアプリケーション

主な特定財源（名称、金額　等）

衛生費 保健衛生費 保健衛生総務費

補正額
（千円） 補正額の

財源内訳

県 地方債 その他

300 100

【地方債】防災対策事業債　40,700千円

保健センター 【戦略】７ 子育て世代の負担軽減など、安心した子育て環境を提供する

妊娠・出産包括支援事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の補正理由

　伯耆しあわせの郷の指定管理者の更新に向けて、施設の機能を保全するため、老朽化した空調設備の更新を行
うもの。

事業の概要（積算根拠　等）

○冷温水発生機更新工事　54,348千円
　・設計監理委託料　1,903千円
　・整備工事　52,445千円

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

補正額
（千円） 補正額の

財源内訳

県 地方債 その他

54,348 40,700

長寿社会課 【戦略】10 高齢者の活躍による地域の担い手と活力をつくる

伯耆しあわせの郷管理運営委託 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

9
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担 当 課 施 策

事 業 名 15

会計・予算科目 会計 一般 款 8 項 2 目 3

補正前予算額
（千円）

国 一般財源

306,000 △ 9,377 345

担 当 課 施 策

事 業 名 15

会計・予算科目 会計 一般 款 8 項 1 目 2

補正前予算額
（千円）

国 一般財源

61,157 2,000 1,000

・震災に強いまちづくり促進事業費補助金　4,000千円　200千円×20件
　　ブロック塀（危険性があると判断され、かつ、多数の者が通行する道路に面した高さ0.6ｍ以上のもの）の撤
去費・改修費を支援する。

主な特定財源（名称、金額　等）

【国】社会資本整備総合交付金　2,000千円
【県】震災に強いまちづくり促進事業費補助金　1,000千円

建設課 　　　　30 安全な暮らしを支える生活道路を整える

安全・安心生活空間の整備（社会資本整備総合交付金） 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

建築住宅課 　　　　32 ゆとりと潤いにあふれた住環境を整える

建築指導 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

【国】社会資本整備総合交付金　△9,377千円
【地方債】安全安心生活空間整備交付金事業債　2,400千円

土木費 道路橋梁費 道路新設改良費

補正額
（千円） 補正額の

財源内訳

県 地方債 その他

△ 6,632 2,400

事業の補正理由

　社会資本整備総合交付金の国からの配分にあわせて補正を行うもの。

事業の概要（積算根拠　等）

○委託料　12,918千円　決算見込額84,487千円－現計予算額71,569千円
　（決算見込額の内訳。以下同じ。）
　・橋梁補修工事測量設計業務18,328千円　・橋梁定期点検37,044千円
　・側溝改良工事外測量設計業務16,355千円　・道路空洞化調査9,000千円　・みどり町法面工損調査3,760千円
○工事請負費　△15,750千円　　決算見込額203,681千円－現計予算額219,431千円
　・通学路安全対策工事46,095千円　・橋梁補修工事75,826千円　・側溝改良工事外81,760千円
○土地購入費　200千円　　決算見込額1,200千円－現計予算額1,000千円
　　通学路安全対策工事用地取得費1,200千円
○補償補填及び賠償金　△4,000千円　　決算見込額1,000千円－現計予算額5,000千円
　　通学路安全対策工事物件移転補償金1,000千円

主な特定財源（名称、金額　等）

土木費 土木管理費 建築指導費

補正額
（千円） 補正額の

財源内訳

県 地方債 その他

4,000 1,000

事業の補正理由

　平成30年大阪府北部地震によるブロック塀の崩壊により発生した事故を受け、ブロック塀の撤去・改修を支援
することにより、市内にあるブロック塀の安全性の向上を図り、震災に強いまちづくりを促進するもの。

事業の概要（積算根拠　等）

10



担 当 課 施 策

事 業 名 16

会計・予算科目 会計 一般 款 8 項 5 目 1

補正前予算額
（千円）

国 一般財源

30,039 1,321

担 当 課 施 策

事 業 名 16

会計・予算科目 会計 一般 款 10 項 2 目 1

補正前予算額
（千円）

国 一般財源

125,401 801

事業の補正理由

建築住宅課 　　　　32 ゆとりと潤いにあふれた住環境を整える

市営住宅維持管理 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

土木費 住宅費 住宅管理費

　市営住宅の入居者の公平性を確保するため、家賃で滞納が嵩んでいるものの回収を図るもの。

事業の概要（積算根拠　等）

・徴収委託料　1,321千円　市営住宅家賃滞納者に対して法的措置をとるための経費

主な特定財源（名称、金額　等）

補正額
（千円） 補正額の

財源内訳

県 地方債 その他

1,321

事業の補正理由

　固定式煙突ストーブを設置できない教室に暖房機を設置するもの。

事業の概要（積算根拠　等）

・備品購入費　801千円　ＦＦ式石油温風暖房機　西郷小学校（１教室（１基））
　３年生（児童数39人）

主な特定財源（名称、金額　等）

教育費 小学校費 学校管理費

補正額
（千円） 補正額の

財源内訳

県 地方債 その他

801

教育総務課 【戦略】17 豊かな心とたくましく生きる力をもつ子どもを育成する 

小学校運営（総務） 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ
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担 当 課 施 策

事 業 名 16

会計・予算科目 会計 一般 款 10 項 5 目 2

補正前予算額
（千円）

国 一般財源

11,643 14,474 8,069

担 当 課 施 策

事 業 名 16

会計・予算科目 会計 一般 款 10 項 5 目 3

補正前予算額
（千円）

国 一般財源

397,785 1,296

事業の補正理由

　保護者の利便性の向上を図るため、コンビニエンスストアで給食費の支払いができるようにするもの。

事業の概要（積算根拠　等）

・電算システム改修委託料　1,296千円　コンビニ収納を行うための給食費管理システムの改修

主な特定財源（名称、金額　等）

教育費 保健体育費 学校給食センター費

補正額
（千円） 補正額の

財源内訳

県 地方債 その他

1,296

【国】社会資本整備総合交付金　14,474千円　(ａ)×1/2
【地方債】体育施設整備事業債　13,000千円　(ａ)×1/2×90％（十万円未満切捨て）

学校給食センター 【戦略】17 豊かな心とたくましく生きる力をもつ子どもを育成する 

給食センター（電算システム改修委託料） 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の補正理由

・市営野球場を安心安全に利用できるよう、老朽化したバックスクリーンの整備を行うもの。
・日本陸上競技連盟の３種検定で改善指摘があった市営陸上競技場のインフィールド（芝部分）について、必要
な整備を行うとともに、インフィールドを活用したラグビー場整備についての基本設計を行うもの。

事業の概要（積算根拠　等）

○市営野球場バックスクリーン改修　28,949千円(ａ)
　・監理委託料　1,390千円
　・整備工事　27,559千円
○陸上競技場インフィールド改修　6,594千円
　・設計業務委託料　6,594千円　改修に係る基本設計

主な特定財源（名称、金額　等）

教育費 保健体育費 体育施設費

補正額
（千円） 補正額の

財源内訳

県 地方債 その他

35,543 13,000

生涯学習課 　　　　44 公共施設の維持管理の最適化に向けた取組を進める

体育施設維持管理 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ
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平成30年度９月補正予算

事 項 期 間 限 度 額 算 出 根 拠

学校給食輸送業務委託料
平成30年度から
平成36年度まで

200,666千円

　平成31年度から平成36年度まで（６年
間）小中学校に学校給食を輸送するのに要
する経費。平成30年度中に契約する。
　年額30,450千円×1.08×0.5年
　　＝16,443千円（Ｈ31上期分）
　年額30,450千円×1.10×5.5年
　　＝184,222.5千円（Ｈ31下期からの分）

（年額30,450千円の内訳）
　①車両１台あたりの費用　25,000円
　（車両費・燃料費・人件費など）
　②車両台数   　　　　　　　 ６台
　③年間輸送日数　　　　　　 203日
　（①×②×③）　　　  30,450千円
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